
第五次千葉県障害者計画課題等とりまとめ表　（その３・素案たたき台作成にむけてのとりまとめ）

部会名 ：

施策目標　：　

分類

担当
室

（班）

◇
◇
◇
◇

Ⅰ　現状 Ⅱ　課題 Ⅲ　成果目標・数値目標等 Ⅳ　取組みの方向性 Ⅴ　施策・事業等
総合計画 施策目標 　千葉県内の新規求職件数は平成２１

年度の４，７９８件から平成２５年度の
６，７６７件へと約１．４倍に増加。就職
件数も、平成２１年度の１，３７３人から
平成２５年度は２，５７２人へと増加。
（労働局調べ）

　働く意欲があってもその機会を得られない障
害のある人がまだたくさんいる。
　障害のあることを理由に不当に扱われること
なく、就職後も安心して働き続けられるよう、
障害特性に応じた就労支援と定着支援を行う
必要がある。

①福祉施設利用者の一般就労への移
行者数（29年度末で24年度実績の２
倍）
②就労移行支援事業の利用者数
（29年度末で25年度末の６割増）
③就労移行率が３０％以上の就労移行
支援事業所数（29年度末で就労移行率

　障害特性に応じた就労支援・定着支援が受けられるよ
うに、企業や公的機関、地域における障害の特性に応じ
た就労の機会の拡大を推進するとともに、適時のアセス
メントができる体制の充実を図るほか、就労先での権利
擁護に関して、相談支援体制の強化を図る。

総合計画
主な取組

（骨子の柱）

就労支援専門部会 ※区分の委員意見については、（１）施策推進協議会における意見、（２）総合支援協議会における意見、（３）就労支援専門部会における意見による

障害のある人がその人らしく暮らせる社会の構築
施策目標等

区分
各委員の意見の整理

（１）就労支援・定着支援の体制強化

障害のある人が可能な限り一般企業で就労するとともに、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設からの就労拡大をはじめとして障害のある人の就職、職場定着、離職時フォローなどの支援などを進めます。
障害のある人の経済的自立に向けて、工賃向上計画に基づく官公需の受注促進と就労支援事業の強化のための支援を行い、工賃の向上を図ります。
障害者優先調達推進法に基づき、県の調達方針を策定し、県の取組を進めます。
障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

支援事業所数（29年度末で就労移行率
３０％以上の事業所が全体の５割以
上）
④就労移行支援事業及び就労継続支
援事業利用者の一般就労への移行者
数
⑤公共職業安定所におけるチーム支
援による福祉施設の利用者の支援件
数
⑥委託訓練事業の受講者数
⑦障害者試行雇用事業の開始者数
⑧職場適応援助者による支援の対象
者数
⑨50人以上規模の企業で雇用される
障害者数
⑩50人以上規模の企業で雇用される
精神障害者数
⑪公的機関の障害者雇用率

委員意見 　就労系事業所に対する情報提供のほか、定着支援の　就労移行支援事業所では、制度上、 　増加傾向にある就労希望者に対応するた　　①　支援機関等の体制強化 委員意見
（３）
（３）

（３）
（３）
（３）

委員意見
（３）

　障害者への就職定着支援よりもむし
ろ、企業自体の労働者（障害者）への
支援力（キャリアアップ育成力）を高め
ることに就労移行支援事業所の役割を
見つけていくことが必要である。障害福
祉業界が永年培ってきた障害者支援力
を持って企業をも支援するという視点が
必要である。

　就労移行支援事業所への評価（報酬の仕組
み）については、移行率に加えて、障害者雇
用企業への支援（合理的配慮の組み立て方
に関する共同研究等）を評価すべきではない
か。

委員意見

　支援スタッフについては、「福祉・介護人材
確保・定着対策の推進」（千葉県総合計画
p125）にも取り上げられているが、前項にあげ

　就労系事業所に対する情報提供のほか、定着支援の
充実を促すような制度の見直しについて、必要に応じて
国へ働きかける。

　　　就労移行支援事業所の役割【内藤委員】
　　　支援機関のスタッフの人材育成【内藤委員】
　　　就労アセスメントに従事する人材の育成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【辻内委員】
　　　特別支援学校の支援体制強化【渡部委員】
　　　権利擁護に係る相談支援体制【山口委員】

就労移行支援事業所の役割【内藤委員】

　就労移行支援事業所では、制度上、
就職後６か月間に提供する支援は報酬
の加算対象となる。今後、相談支援事
業所からの依頼を受けてサービス利用
前のアセスメントを実施することが増加
すると見込まれる。
　特別支援学校の増加に伴卒業生が
増加することから、支援対象者の増が
見込まれる。

　増加傾向にある就労希望者に対応するた
め、円滑なアセスメントの実施も含め、就労系
事業所の支援の質の向上が求められる。
　事業所利用者への就職後の支援に対する
事業所報酬が６か月後までに限られているこ
とは、定着を図るうえでは十分とは言えない。
　特別支援学校卒業生への学校からのフォ
ローアップが行われているが、円滑に実施す
るための一層の体制整備が欠かせない。

　　①　支援機関等の体制強化

委員意見
（３）

p125）にも取り上げられているが、前項にあげ
たように障害者の働く力（労働観や勤労観）を
引き出す視点を見失わないような人財育成を
追求したい。

委員意見
（３）

　就労アセスメントの評価シート等の書
式や記入について、圏域内または市町
村において統一化を図り、アセスメント
におけるマニュアル作成が必要とされ
る。アセスメントにおいては、一定のス
キルが求められ、一つひとつのアセスメ
ント項目に沿って本人の状態を適切に
評価することは勿論、それをまとめて文
章化し報告書としてまとめる作業につ
いては高いスキルを求められる。

　就労アセスメントを広め、定着させるために
は効率的に精度の高い評価（アセスメント）が
できるような研修並びに育成が必要となる。

就労アセスメントに従事する人材育成【辻内委
員】

支援機関のスタッフの人材育成【内藤委員】
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総合計画
主な取組

（骨子の柱）

就労支援専門部会 ※区分の委員意見については、（１）施策推進協議会における意見、（２）総合支援協議会における意見、（３）就労支援専門部会における意見による

障害のある人がその人らしく暮らせる社会の構築
施策目標等

区分
各委員の意見の整理

障害のある人が可能な限り一般企業で就労するとともに、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設からの就労拡大をはじめとして障害のある人の就職、職場定着、離職時フォローなどの支援などを進めます。
障害のある人の経済的自立に向けて、工賃向上計画に基づく官公需の受注促進と就労支援事業の強化のための支援を行い、工賃の向上を図ります。
障害者優先調達推進法に基づき、県の調達方針を策定し、県の取組を進めます。
障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

委員意見
（３）

　実際の現場では複数の職員でアセス
メントに取り組まざるを得ない状況であ
ることから（特に人口の多い圏域で特
別支援学校の生徒数も多い地域）、他
の事業に影響を与えることのないような
事業体制が必要。

　制度面における整備も踏まえ必要な人員と
必要な人材を確保できるようにしなければなら
ない。（例：　加算の対象事業として…）

就労アセスメント体制の構築【辻内委員】

委員意見
（３）

　近年、障害者の雇用拡大を意図した
職業学科・職業コースのある特別支援
学校が、複数開設されてきました。

　現在、当該校において卒業生が誕生する
中、雇用先の確保と共に、継続した就労支援
を進めるための人材と予算を確保した体制作
りが、喫緊の課題となっていると考えます。

委員意見
（３）

職場で問題が生じたときに、本人や保護者の
意見を第三者が企業に対して発言できるよう
な、当事者が企業と直接やり合うのではない
システムつくりが必要。

委員意見
（３）
（３）

（３）
（３）
（３）

　　　精神障害者対象施設の増設【中村委員】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【高橋委員】
　　　精神障害者に対する就労・定着支援の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【古川委員】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【高橋委員】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本委員】

　精神障害者を対象とした障害福祉サービス
事業所の一層の拡充とともに、定着支援の体
制の充実も必要となる。

　　②　精神障害者への就労・定着支援の充実

特別支援学校の支援体制強化【渡部委員】

　３障害のうち、精神障害者の就職希
望者が県内でＨ21年度1,404人からＨ
25年度2,792人と倍増している。
　Ｈ30年度からは、精神障害者の雇用
が義務化される。

権利擁護に係る相談支援体制【山口委員】

　精神障害を支援対象とする事業所の一層の拡充ととも
に、障害者就業・生活支援センターをはじめとする支援
機関による就職後の定着支援体制の充実を促進する。

委員意見
（３）

　各地域では、閉鎖された学校跡地の
再利用計画が議論されているが、意見
募集の期間が短く、障害者施設として
の利用を検討することが困難となって
います。

　精神障害者支援施設増設を希望します。新
設は環境作りが重要です。国の地域包括シス
テムが柏市で展開していると同じく先末を考え
た精神障害者の支援を研究成果を基に環境
を意識したモデル施設を開設し、支援を公開
しながら各地域へも情報公開し、精神障害者
支援を支えたいと考えます。

委員意見
（３）

　松戸市にはＢ型事業所は６件しかあ
りません。そのほとんどが3障害を受け
入れている事業所といいつつ、知的障
害者が中心であり、精神障害者を中心
とした事業所は私どもが行っている
TERRAのみになります。

　２０１１年に精神は５大疾病になったにも関
わらず、精神の患者さんが働く訓練をする場
所はまだまだありません。知的障害と精神障
害の支援の仕方は違います。特に、統合失調
症に関していえば学生時代に発病した方が大
半で鬱とは違って社会に出た事がない患者さ
んも少なくはありません。
　そういった患者さんが社会に出る前段階でB

精神障害者対象施設の増設【中村委員】

精神障害者対象施設の増【高橋委員】

　そういった患者さんが社会に出る前段階でB
型やA型そして、就労移行などで訓練して社会
に羽ばたく事が出来るようにもっと事業所を増
やす事を提案します。

委員意見
（３）

　精神障害者の就職者が増加している
中で、地域の中で段階を経た就労支援
システムの構築が必要と感じます。

　地活から就労系事業へのステップや医療法
人として就労支援を行える機関を増やしていく
取り組みや医療・福祉の連携構築のモデル等
を示していく事は必要なのではと思う。

精神障害者に対する就労・定着支援の充実【古
川委員】
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６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

委員意見
（３）

　就労したあとも継続して支援出来る環
境も大事です。私が通っているひだクリ
ニックでは一般就労した人が１４０名近
くいますがその大半が統合失調症で働
く事が初めての人も多い中で、ナイトケ
アを使って仕事での問題を就労担当に
相談し、また仕事に行ける事が出来て

　定着支援期間を延長することを考えていた
だければと思います。
　そして、私が勤めています株式会社MARSで
は、ぴあ支援員が沢山勤務しておりぴあにし
か出来ない支援があると考えており、それに
はぴあの育成もしなければいけないと思いま
す。

精神障害者に対する就労・定着支援の充実【高
橋委員】 （３） 相談し、また仕事に行ける事が出来て

います。就労移行支援事業所の定着支
援は半年ですが、半年は就職できた喜
びでどうにかなりますが、定着の本当
の苦労が始まるのは半年以降です。

す。

委員意見
（３）

　精神障害者は、ちょっとした環境の変
化や人間関係の変動で調子を崩し、継
続就労が難しくなることがある。
　当社では、個別に精神科医並びに精
神保健福祉士と契約して、月1回程度カ
ウンセリングを行ったり、ピアカウンセリ
ングを実施しているが、精神障害者の
定着に効果が認められる。

　例えば、県で精神科医や精神保健福祉士と
契約して、精神障害者が働く職場を定期的に
巡回する等の施策を検討してほしい。

委員意見

（３）

（１）
（３）

　県庁の採用では、身体障害者は正規職員と
しての採用枠があるが、精神障害者と知的障
害者は非常勤職員としての採用にとどまって
いる。（正規職員としての採用後に精神障害
者であることがわかった又は精神障害者と
なった場合は除く。）

　　③　就労の機会拡大 　県内の従業員50人以上の規模で雇
用されている障害のある人は8,194人
（Ｈ25年6月1日現在）。Ｈ25年度の県内
民間企業の障害者の法定雇用率
（2.0％）の達成割合は44.3％。
　Ｈ25年度、県機関においては、法定
の障害者雇用率を達成している。（県

　　　　障害者雇用をする企業の業務拡大に
　　　　　資する支援【杉本委員】
　　　　千葉県庁における障害者雇用
　　　　　　　　　　　　　　【施策推進協議会委員】
　　　　県立学校における障害者雇用【渡部委員】

　民間企業における雇用及び職域が拡大するよう関係
機関と連携して働きかけるほか、県内公的機関における
障害者雇用を促進する。
　県庁として、チャレンジドオフィスをはじめとした障害者
雇用を推進する。

精神障害者に対する就労・定着支援の充実【杉
本委員】

橋委員】

（２）
（２）
（３）

委員意見
（３）

 　 「障害者優先調達推進法」の弾力的な運用
等、障害者の職域拡大や障害者雇用企業の
業務拡大に資する政策を更に進めていただき
たい。

委員意見
（１）

　チャレンジドオフィスちばは非常にす
ばらしい。千葉県の成功のおかげで、
業務や雇用のあり方に提案力を得た。
見学にきた企業、市町村は無数にある
だろう。

　企業で支援（障害者雇用）をしている人たち
の声。我々は苦労して障害者雇用をしている
が行政機関はどうか、なぜ5年間でよいのか。
（千葉県として）障害のある人を職員として雇
用する動きがほしい。

委員意見
（３）

　県立学校で進められている嘱託職員
の障害者雇用は、５年間となっていま
す。

本年度、５年目を迎える学校も多くなることか
ら、フォローアップに努めると共に、臨時的で
はない正規職員での雇用を期待しています。

県立学校における障害者雇用【渡部委員】

の障害者雇用率を達成している。（県
2.3％、県教委2.2％）県内市町村では、
90機関中70機関が達成。

　　　　重度身体障害者の就労【倉田委員】
　　　　視覚障害者の就労【佐藤委員】
　　　　新しい形の就労【内藤委員】

障害者雇用をする企業の業務拡大に資する支
援【杉本委員】

千葉県庁における障害者雇用【施策推進協議
会委員】

委員意見
（２）

　重度の身体障害のある人が、各福祉や看護
系の大学・専門学校にて、非常勤講師等とし
て就労し、勤務できる環境作り(送迎確保も含
む。送迎が困難な場合は、インターネットを活
用し、自宅と学校をwebカメラなどを使い、講
義などができるようにする)。　県内全体の障
害福祉サービスを事業としている、社会福祉
法人や各事業の役員などに、重度身体障害
のある人を役員や第三者委員などとして参画
させ、就労の場とする(送迎確保も含む)。

重度身体障害者の就労【倉田委員】



第五次千葉県障害者計画課題等とりまとめ表　（その３・素案たたき台作成にむけてのとりまとめ）

部会名 ：

施策目標　：　

分類

担当
室

（班）

◇
◇
◇
◇

Ⅰ　現状 Ⅱ　課題 Ⅲ　成果目標・数値目標等 Ⅳ　取組みの方向性 Ⅴ　施策・事業等

総合計画
主な取組

（骨子の柱）

就労支援専門部会 ※区分の委員意見については、（１）施策推進協議会における意見、（２）総合支援協議会における意見、（３）就労支援専門部会における意見による

障害のある人がその人らしく暮らせる社会の構築
施策目標等

区分
各委員の意見の整理

障害のある人が可能な限り一般企業で就労するとともに、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設からの就労拡大をはじめとして障害のある人の就職、職場定着、離職時フォローなどの支援などを進めます。
障害のある人の経済的自立に向けて、工賃向上計画に基づく官公需の受注促進と就労支援事業の強化のための支援を行い、工賃の向上を図ります。
障害者優先調達推進法に基づき、県の調達方針を策定し、県の取組を進めます。
障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

委員意見
（２）

　視覚障碍者は独立してマッサージな
どの治療院を開き、自立をしたいと考え
ている人が多い。
　マッサージ開業、情報機器音声化ソフ
ト会社設立、介護事業所設立など、独
立を志向する人が多い。
　視覚障害者を自宅で動けない身体障

　開業サポートが必要。
　視覚障害者が社会で職を得て社会貢献をし
ているという事を考え推進していくためにはそ
れをサポートして行く人の助成金についても考
えていただきたい。活用していただければ視
覚障害者は特に職域、職場が少ない中で非視覚障害者の就労【佐藤委員】

（２）
　視覚障害者を自宅で動けない身体障
害者の方の訪問マッサージ、リハビリで
一般雇用として活用していきたいと考え
たが、目が見えない視覚障害者を活用
して行こうとすると、目の見えない国家
資格を持った針灸マッサージ師を乗せ
ていく運転手が必要。

覚障害者は特に職域、職場が少ない中で非
常に助かる。私自身やってみたいと思い、あち
こち相談に行けばいくほど、目に見えない人を
雇用して行くという壁にぶつかっている。１人
で動けないと言う事が壁。これをサポートして
いただきたい。

委員意見
（３）

　子どもの育成に関して「高い道徳性や
豊かなコミュニケーション能力」（千葉県
総合計画p41）が期待されているが、こ
れには障害者（に限らず高齢者、外国
人、生活困窮者等）との交流が不可欠
である。この意味からも障害者でなけ
れば育てられない子どもの成長分野が
ある。

　障害者との交流によって子どもの成長が期
待される分野があり、そのような交流を新たな
就労の一形態として考えたい。

総合計画 施策目標 全障害福祉圏域（１６箇所）にセンター
を設置。国補助金を活用し、企業支援
員、その他の職員の配置を行い事業を
実施している。

⑬障害者就業・生活支援センター事業
の支援対象者数
⑭障害者就業・生活支援センター事業
の実施見込み箇所数、実利用見込み
者数

　障害者就業・生活支援センターを県内全圏域（１６箇
所）に設置し、雇用、福祉、教育等の関係機関と連携し
ながら、障害者の就業及びそれに伴う生活に関する指
導・助言、職業訓練の斡旋など障害者の職業生活及び
地域生活の安定と福祉の向上を図る。
　また、各障害者就業・生活支援センターの取組内容に

（２）障害者就業・生活支援センターの運営強化

視覚障害者の就労【佐藤委員】

新しい形の就労【内藤委員】

　また、各障害者就業・生活支援センターの取組内容に
ついて適宜確認し、提供される支援の質の確保に努め
る。

総合計画 施策目標 　障害のある人がその働く力を発揮し継続して安心して
働けるよう、支援機関等が、職場において合理的配慮が
講じられるよう企業等へ助言するなどの支援を行い、企
業等における継続雇用を支援する。
　障害のある人を積極的に雇用している企業・事業所等
の取組みを広く周知することにより、障害のある人への
一層の理解と雇用を促進する。

委員意見
（３）
（３）

（２）

（３）
（３）
（３）

　障害者雇用促進法の規定により、Ｈ
28年度から障害のある人の雇用に当
たって合理的配慮を講じるよう企業に
求められる。

　企業規模が小さいほど法定雇用率の未達
成率が高い。
　合理的配慮について、特に精神・知的障害
者への具体的対応の例示を求める声がある。

　障害のある人への理解や雇用に取り組む企業を応援
するため、障害のある人の能力を活用する工夫や雇用
管理上のアドバイスを行う企業支援員（障害者雇用アド
バイザー）を障害保健福祉圏域に配置するなどし、障害
のある人の職域開拓や合理的配慮への対応を含めた
企業に対する継続雇用の支援を行う。
　障害のある人を積極的に雇用している企業・事業所等
の取組みを県が周知することにより、障害のある人を雇
用したことのない企業への波及効果を図る。

　　①　企業等への支援
　　　　　企業支援員による支援【中村委員】
　　　　　合理的配慮に関する支援【杉本委員】
　　　　　障害者雇用に係る助成金の拡充
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【佐藤委員】
　　　　　重度障害者、精神・知的障害者を雇用
　　　　　　する際の賃金助成【杉本委員】
　　　　　就労に協力する企業の優遇【古川委員】
　　　　　雇用率だけでない指標【古川委員】

（３）障害のある人を雇用する企業等への支援

　

用したことのない企業への波及効果を図る。

委員意見
（３）

　企業支援員の就労の為の管理アドバ
イス、企業支援は、人材育成が急務と
考えます。

　企業経験を有する人材＋障害者の就労の
立場を理解できる方を適材適所へ配置し、現
16法人体制の情報の公開（システム）・16法人
地域下の関係施設、施設就労事業所間の連
携を期待します。

委員意見
（３）

　企業に義務付けられる合理的配慮につい
て、障害種別毎の合理的配慮の具体的な内
容を早期に明示していただきたい。また、企業
努力を超える配慮については、費用助成等の
対応をご検討いただきたい。

委員意見
（２）

　障害者の一般就労を進めるに当た
り、50名以上の会社が初めて障害者を
一般雇用した場合は、初めて障害者を
雇用したとことで助成金が出る。

　50名までいかない、例えば30名程度の会社
の場合は対象になってないのですが、一般就
労を進めるために50名以上の規制をもう少し
緩められませんか。

障害者雇用に係る助成金の拡充【佐藤委員】

合理的配慮に関する支援【杉本委員】

企業支援員による支援【中村委員】
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障害のある人が可能な限り一般企業で就労するとともに、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設からの就労拡大をはじめとして障害のある人の就職、職場定着、離職時フォローなどの支援などを進めます。
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障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

委員意見
（３）

　雇用管理の難しい重度の障害者や精神・知
的障害者の雇用に際しては、賃金の一部助
成もご検討いただきたい。

委員意見

　雇用率の増加で障害者雇用を進めて
いる企業は増えてきているが、企業に
よっては施設外就労先での協力や随時

　雇用ありきではなく、違った形で工賃向上等
への一助や貴重な経験をさせていただける企
業について優遇できるような仕組みづくりが出

重度障害者、精神・知的障害者を雇用する際の
賃金助成【杉本委員】

委員意見
（３）

よっては施設外就労先での協力や随時
実習を受け入れてもらえる所や障害者
施設への物品購入をしていただいてい
る企業もある。

業について優遇できるような仕組みづくりが出
来ないか。

委員意見
（３）

　平成29年度の目標値である福祉施設からの
就職者数を平成24年度526名の2倍の数値目
標を設定しているが、企業におんぶに抱っこ
状態になる事を避けるために企業支援の方法
や企業側も雇用率だけではない障害者雇用
の在り方として共通認識出来る指標のような
ものが必要なのではと思う。

総合計画 施策目標 　関係機関の連携強化のため、障害者
就業・生活支援センター（１６箇所）へ
「就労支援ネットワーク強化・充実事
業」を委託し、意見交換会等を実施して
いる。

就労支援ネットワーク強化・充実事業
の実施箇所数

　就労を促進するための情報共有化を目的とした会議
等の開催、支援者のスキル向上のための研修会等を実
施し、各圏域内にあるハローワーク、特別支援学校、就
労支援施設、福祉施設等の地域の関係機関の連携・協
力を促し就労支援ネットワークを強化する。また、関係機
関の連携強化を促す仕組み作りについて検討する。

委員意見
　一般就労を目指す特別支援学校が県 　個々のケースに応じて、様々な機関が連携 　障害者就業・生活支援センターを中心としたネットワー

就労に協力する企業の優遇【古川委員】

雇用率だけでない指標【古川委員】

（４）支援機関や関係機関のネットワークの構築及
び情報共有化

　　　　　障害者就業・生活支援センターを中心
　　①　支援機関や関係機関の連携

（３）

（３）

（３）
（２）

（３）

　一般就労を目指す特別支援学校が県
内で増加しているほか、高等学校にも
支援が必要な生徒が在籍している。

　個々のケースに応じて、様々な機関が連携
して対応する必要がある。

　障害者就業・生活支援センターを中心としたネットワー
ク作りを活用するほか、高等学校への支援については、
特別支援学校のセンター的機能を活用していく。

委員意見
（３）

　障害者の一般就労促進に関して、障害者就
業・生活支援センターを中心に地域の就労移
行支援事業所との連絡協議会のようなものを
設置し、事業所ごとの移行率に大きなばらつ
きが生じないよう就職に関する情報や支援方
法についての共有や学習ができるにようにし
たい。

委員意見
（３）

　　「基礎評価」について就業・生活支
援センターや福祉事業所等が行うもの
とは、若干視点が異なっている。

　教育、福祉、雇用という立場の違いがあるた
め領域を超えた連携のあり方について、改め
て検討が必要だと思えます。

特別支援学校等との連携のあり方【辻内委員】

障害者就業・生活支援センターを中心とした連
絡協議会の設置【内藤委員】

　　　　　障害者就業・生活支援センターを中心
　　　　　　とした連絡協議会の設置【内藤委員】
　　　　　特別支援学校等との連携のあり方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【辻内委員】
　　　　　特別支援学校に在籍する生徒と障害者
　　　　　雇用を進める企業とをつなげる場の設定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【渡部委員】
　　　　　病弱の生徒の進路指導【刑部委員】
　　　　　高等学校に在籍する生徒への支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【渡部委員】

委員意見
（３）

　法定雇用率の改正を受けて、特別支
援学校に在籍する生徒と障害者雇用を
進める企業とをつなげる場の設定が一
層必要と考えます。

　各地区内のハローワークや障害者就業・生
活支援センター、特別支援学校が連携して、
企業へ障害者雇用と特別支援学校在籍生徒
への理解啓発の場とします。

委員意見
（２）

　役場就職を希望していたが体が弱いので採
用に結びつかなかった人がいた。福祉や医療
と連携しながら進路指導を行わなければなら
ない。

委員意見
（３）

　現在の高等学校には、支援の必要と
する生徒も相当数在籍しているかと思
われます。

　今後、特別支援学校のセンター的機能を活
用した連携を、高等学校における進路指導等
にも進めていく必要があると考えます。

病弱の生徒の進路指導【刑部委員】

特別支援学校に在籍する生徒と障害者雇用を
進める企業とをつなげる場の設定【渡部委員】

高等学校に在籍する生徒への支援【渡部委員】
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障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

　就労継続支援Ｂ型事業所等に対し、作業種の拡大も
含めた事業内容の充実、経営改善など、福祉的就労を
行う障害のある人が働く力を充分発揮できる環境づくり
を通じた賃金向上に資する支援を実施する。
　「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達
の推進等に関する法律」の施行を受け、県の調達の推
進のみならず、市町村や民間部門を含め、障害者就労

（５）福祉施設等で生産活動・福祉的就労を行う障
害のある人の賃金向上への取組の推進

進のみならず、市町村や民間部門を含め、障害者就労
施設等への発注機会の拡大を推進する。

委員意見
（３）
（３）

　工賃向上計画では26年度末に平均
18,000円を目標としたが、25年度末で
約13,000円である。

　新規開設の事業所では目標工賃達成に十
分な作業の確保が困難なことがある。

⑮就労継続支援Ｂ型等の平均工賃月
額

　就労継続支援事業所への研修等を通じ、作業内容の
充実や施設外就労への取組など、福祉的就労の内容
の一層の充実を促進する。

委員意見
（３）

　同じような作業をする事業所ばかりになる
と、生徒によっては活躍することが難しくなる
ので、事業所で従事できる作業種を拡大して
ほしい。

委員意見
（３）

　工賃アップは障害者による活動（福祉的就
労を含めて）の結果である。障害者の活動の
目的は、工賃を手にすることそのものではな
い。地域住民にとってなくてはならない貢献
（たとえば買い物に不自由な方々へ、医療・介
護とは別の支援アプローチをすることや遊休
農地を活性化して国土を守るとともに農産物

　　①　工賃向上
　　　　　作業種の拡大【渡部委員】
　　　　　工賃額以外の指標【内藤委員】

工賃額以外の指標【内藤委員】

作業種の拡大【渡部委員】

農地を活性化して国土を守るとともに農産物
の増産をすること）を評価指標にしたい。

委員意見

（３）
（３）

　県では障害者就労施設等からの物品
調達方針を定めて発注増に取り組んで
いるほか、発注可能業務を登録する
「チャレンジド・インフォ・千葉」という
データベースを設け、受注機会の拡大
に努めている。

　障害者就労施設等が受注できる業務内容
や、優先調達法そのもののへの理解を広げる
必要がある。

　千葉県障害者就労事業振興センター委託事業、県と
共催する啓発活動などで宣伝の場を確保する。センター
内に契約の主体となる共同受注窓口を設置するなどし
て、障害者就労施設等への発注の増加を促す。

委員意見
（３）

　障害者優先調達推進法は、各種公的
機関が企業間との調整役をとるシステ
ム作りが現実的な情報が伝わる（各企
業担当総務）と考えます。

　障害者施設が企業へアピールする機会は、
施設努力はもちろんの事ですが就労支援の
為のイベント予算確保も体制つくりと平行して
いく継続審議が必要です。（年間の定期相談
会・イベント等）

　優先調達推進法については、福祉事業所と
行政機関等との商談会、さらには民間企業バ
イヤーを加えた商談会を定期的に開催して、
行政機関の調達目標達成はもとよりその調達

障害者施設と企業をつなぐシステム作り【中村
委員】

　　②　優先調達法
　　　　　障害者施設と企業をつなぐシステム作り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【中村委員】
　　　　　商談会等の開催【内藤委員】

委員意見
（３）

行政機関の調達目標達成はもとよりその調達
が政策目標に叶うよう福祉事業所が供給力を
高めていけるようにすべきではないか。指標と
しては調達額にとどまらず、商談会や学習会
への参加数を評価指標に設定したい。

総合計画 施策目標 　福祉的就労の場において、経済的自立のほか、障害
のある人が自らの価値観に基づく「働き方」や「生き方」
を追求し、多様な就労の選択が尊重されるように支援を
行う。

　相談時、個別支援計画作成時に障害のある人本人の
要望を丁寧に確認し、希望が実現されるようにする。

商談会等の開催【内藤委員】

　　①　価値観を尊重した支援
　　　　　支援内容の検証【山口委員】
　　　　 　工賃以外の価値【坂本委員】
　　　　　 工賃以外の価値【武田委員】

（６）障害のある人の自らの価値観に基づいた就
労の選択を尊重した支援

委員意見
（３）
（３）
（３）



第五次千葉県障害者計画課題等とりまとめ表　（その３・素案たたき台作成にむけてのとりまとめ）

部会名 ：

施策目標　：　

分類

担当
室

（班）

◇
◇
◇
◇

Ⅰ　現状 Ⅱ　課題 Ⅲ　成果目標・数値目標等 Ⅳ　取組みの方向性 Ⅴ　施策・事業等

総合計画
主な取組

（骨子の柱）

就労支援専門部会 ※区分の委員意見については、（１）施策推進協議会における意見、（２）総合支援協議会における意見、（３）就労支援専門部会における意見による

障害のある人がその人らしく暮らせる社会の構築
施策目標等

区分
各委員の意見の整理

障害のある人が可能な限り一般企業で就労するとともに、継続的な職業生活を維持できるよう、障害福祉施設からの就労拡大をはじめとして障害のある人の就職、職場定着、離職時フォローなどの支援などを進めます。
障害のある人の経済的自立に向けて、工賃向上計画に基づく官公需の受注促進と就労支援事業の強化のための支援を行い、工賃の向上を図ります。
障害者優先調達推進法に基づき、県の調達方針を策定し、県の取組を進めます。
障害のある人が自らの価値観に沿った就労の形を選択し、自らの能力を最大限発揮し自己実現できる環境作りを進めます。

６　障害のある人の一般就労の促進と福祉的就労
の充実

資料３

委員意見
（３）

　個別支援計画に本人の要望が反映されてい
るだろうが、それに基づいてどのように希望に
沿って支援を行っていけるのか検証が必要。
支援があれば経済的自立に持ち込めるので
はないかという配慮を支援者が行わなければ
いけない。

　福祉的就労の充実において工賃向上も大切

支援内容の検証【山口委員】

委員意見
（３）

　福祉的就労の充実において工賃向上も大切
だが、「自分達が作った物を買ってくれる」、
「お釣りを渡してありがとうと言ってもらえる」、
といった工賃ではない部分の価値が、権利擁
護の観点も含めて、入ってもいい。

委員意見
（３）

　「価値」、「役に立っている感」は定着支援の
キーポイントである。帰属感、必要とされてい
る感が持てるから仕事を続けられる。工賃で
なくても自分が得られるものがある場所、それ
が就労支援でもあり、定着支援でもある。ベー
スの部分では福祉的就労と一般就労に共通
するものである。

工賃以外の価値【坂本委員】

工賃以外の価値【武田委員】


